
国際漁業振興協力事業[拡充]
【６００(５５０）百万円】

対策のポイント
途上国の資源管理等の積極的な漁業協力を通じ、国際的な水産資源管理の

取組を推進するとともに、我が国漁船の海外漁場における操業を確保します。

＜背景／課題＞
・近年、入漁料の高騰や途上国の開発ニーズの変化等があり、安定的な入漁が厳しくな

っています。また、ＣＩＴＥＳ（ワシントン条約）やＩＷＣ（国際捕鯨委員会）等で
の関係国との連携強化が必要となっています。

・海洋生物資源の持続的利用を図るとともに、海外漁場での安定的な操業を確保するた
め、漁業協力を戦略的に展開します。

政策目標
○海外漁場における我が国漁船の漁業活動の維持
（海外漁場で操業する我が国漁船の１隻あたりの漁獲量）

1,054.1㎏（平成29年度）→1,139.1㎏（平成33年度）

＜主な内容＞
１．地域水産開発調査事業［新規］ ５８（０）百万円

太平洋島嶼国における開発ニーズの変化に対応するため、今まであまり利用され
ていなかった水産物のうち、高付加価値化の可能性がある水産物について我が国を
含む海外市場でのニーズ調査等を行います。

また、広域の技術協力や個別課題に対応した、漁業協力に係る方針の策定に資す
る基礎情報収集、個別課題の抽出等を実施します。

委託費
委託先：民間団体等

事業実施期間：平成30年度～平成32年度

２．水産物の持続的利用推進強化支援事業［新規］ ２２（０）百万円
我が国との水産外交上の重要国を対象に、小規模漁業者・女性にとって裨益効果

の高い魚市場や漁港の拠点整備等、社会的に立場が弱い人々をターゲットとした取
組に対する技術的助言や、協力案件形成の提案を実施します。

補助率：１／２以内
事業実施主体：民間団体等

事業実施期間：平成30年度～平成32年度

３．海外漁業協力強化推進事業［新規］ ５２０（０）百万円
我が国と入漁等の関係がある沿岸国の要請に応え、漁業関連の行政担当者に対す

る水産行政や漁業技術研修等による人材育成、水産業の開発・振興のための技術普
及、水産関連施設の機能の回復に資する専門家の派遣などを行います。また、地域
漁業管理機関を通じ途上国の資源管理に対する取組を支援するため、国際機関を通
じた技術協力や水産資源の持続的利用に関する理解向上のための協議会を開催しま
す。

補助率：定額
事業実施主体：民間団体等

事業実施期間：平成30年度～平成34年度

［お問い合わせ先：水産庁国際課 （０３－６７４４－２３６６）］

[平成30年度予算の概要]



・小規模漁業者・女性にとって裨益効果の高い、魚市場や漁港の拠点
整備等、社会的に立場が弱い人々をターゲットとした取組に対する技
術的助言や協力案件形成

国

・委託費
・補助金（定額・1/2以内）

民間団体等

・ 途上国の資源管理等への積極的な漁業
協力を通じ、国際的な水産資源管理の取
組を推進するとともに、我が国漁船の海外
漁場における操業を確保。

・ 太平洋島嶼国の、外貨獲得や雇用創出
につながる協力への開発ニーズ変化に対
応するため、高付加価値化の可能性のあ
る水産物等を発掘。

・ 水産外交上の重要国等を対象に、基礎情
報の収集等や協力案件の提案等を実施。

・ 入漁等漁業関係のある途上国に対して専
門家派遣、研修等の漁業協力を実施。

国際漁業振興協力事業

資金の流れ

・ 水産行政・漁業技術研修等の人材育成
・水産業の開発・振興のための技術普及

・水産関連施設の機能回復に資する専門家の派遣
・水産資源の持続的利用に関する協議会の実施

・太平洋島嶼国において十分に利用されていない水産物の高付加価
値化の可能性があるものについて、我が国を含む海外市場での
ニーズ調査

・漁業協力に係る方針の策定に資する基礎情報収集や個別課題の
抽出

事業イメージ・具体例

期待される効果

我が国漁船の海外漁場を確保するため漁業協
力事業を昭和４８年に開始。

※我が国漁船の海外漁場の確保を通じ、国民へ
の水産物の安定供給を確保するため、事業内容
等の見直しを行いつつ継続して実施。

事業概要・目的

・途上国における資源管理の促進・発展
・途上国における海洋生物資源の持続的利用の理解促進
・我が国漁船の海外漁場の確保
・我が国国民への水産物の安定供給の確保
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